第１号様式　　　　　　　　　　　　　　　　記入例

苫小牧市中小企業人材育成補助金交付申請書


〇〇年〇〇月〇〇日

苫小牧市長　金澤　俊　　様

　
（申請者）　住　　所　苫小牧市旭町○丁目○番○号　　
　　　　　　事業所名　株式会社苫小牧○○○○　　　　

　　　　　　代表者名　代表取締役　苫小牧　太郎　　　
　　　　　　電　　話　（０１４４）〇〇－〇〇〇〇　　
　苫小牧市中小企業人材育補助金の交付について下記のとおり申請します。
あわせて、中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者及び苫小牧市中小企業人材育成補助金交付要綱第２条に定める事業者※１であり、また、下記記載事項に事実と相違がないことを誓約します。
記
　１　主な事業内容（業種）　　　　　○〇業　　　　　
　２　常時使用する従業員数　　　　　３５　　　人　　　
３　資本金の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　４　研修機関　　　　　　　　　　　中小企業大学校〇〇校　　　　　
　５　交付申請額　　　　　　　　　　２０,０００　　　　　　　　　円
　６　担当者氏名　　　　　　　　課名　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　電話　　　　　　　　　　（内線　　　　　）
　　　　　　　　　　　　　
添付書類　　　（１）雇用形態を確認できる書類の写し（対象者分）

　　　　　　　　　　（２）市税納付状況調査同意書
（注）補助事業完了の日から１５日以内、又は交付決定のあった日の属する会計年度の
３月３１日までのいずれか早い日に事業実績報告書等を提出する必要があります。

押印は不要です





（申請者）については、第6号様式記載の振込口座名義の方（事業所）をご記入ください。





※１


（１）本市に事業所又は事務所を有し、本市の市税の滞納がないこと。


（２）事業主、又は会社法（平成１７年法律第８６号）に規定する役員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する暴力団員でないこと。


（３）労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）、健康保険法（大正１１年法律第７０号）、厚生�年金保険法（昭和２９年法律第１０５号）等の労働関係法令を遵守している事業主であること。


（４）風俗営業等の規制及び業務適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に規定する営業を営む者でないこと。








※１


（１）本市に事業所又は事務所を有し、本市の市税の滞納がないこと。


（２）事業主、又は会社法（平成１７年法律第８６号）に規定する役員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する暴力団員でないこと。


（３）労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）、健康保険法（大正１１年法律第７０号）、厚生�年金保険法（昭和２９年法律第１０５号）等の労働関係法令を遵守している事業主であること。


（４）風俗営業等の規制及び業務適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に規定する営業を営む者でないこと。








※１


（１）本市に事業所又は事務所を有し、本市の市税の滞納がないこと。


（２）事業主、又は会社法（平成１７年法律第８６号）に規定する役員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する暴力団員でないこと。


（３）労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）、健康保険法（大正１１年法律第７０号）、厚生�年金保険法（昭和２９年法律第１０５号）等の労働関係法令を遵守している事業主であること。


（４）風俗営業等の規制及び業務適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に規定する営業を営む者でないこと。








※１


（１）本市に事業所又は事務所を有し、本市の市税の滞納がないこと。


（２）事業主、又は会社法（平成１７年法律第８６号）に規定する役員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する暴力団員でないこと。


（３）労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）、健康保険法（大正１１年法律第７０号）、厚生�年金保険法（昭和２９年法律第１０５号）等の労働関係法令を遵守している事業主であること。


（４）風俗営業等の規制及び業務適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に規定する営業を営む者でないこと。








※１


（１）本市に事業所又は事務所を有し、本市の市税の滞納がないこと。


（２）事業主、又は会社法（平成１７年法律第８６号）に規定する役員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する暴力団員でないこと。


（３）労働基準法（昭和２２年法律第４９号）、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）、健康保険法（大正１１年法律第７０号）、厚生�年金保険法（昭和２９年法律第１０５号）等の労働関係法令を遵守している事業主であること。


（４）風俗営業等の規制及び業務適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条に規定する営業を営む者でないこと。











